
参考資料１ 

北海道肝炎対策協議会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 北海道におけるＢ型及びＣ型肝炎に関する対策の推進を図るため、北海道感染症対策

連携協議会設置要綱第５条に基づき、この要綱により北海道肝炎対策協議会（以下「協議

会」）を設置する。 

 

（議題） 

第２条 議題は、本道におけるＢ型及びＣ型肝炎に関する対策の推進を図るために必要な事項

とする。 

 

（構成） 

第３条 この協議会の構成員は、次に掲げる者のうちから保健福祉部長が選定し、構成員の任

期は、２年以内とする。 

（１）学識経験のある者 

（２）各種団体の役職者 

（３）関係行政機関の職員 

（４）その他必要と認められる者 

 

（運営） 

第４条 協議会は、必要に応じて保健福祉部長が招集し、主催する。 

（２）協議会に座長を置き、保健福祉部長が指名する。 

（３）保健福祉部長が特に必要があると認めるときは、構成員以外の者に協議会への出席を求

め、その意見を聴くことができる。 

 

（事務局） 

第５条 協議会の事務は、北海道保健福祉部感染症対策局感染症対策課において行う。 

 

（設置期限） 

第６条 社会経済情勢の変化や開催実績等を勘案し、平成２８年１２月２２日から２年を経過

するごとに、協議会の常設の必要性や効率的な開催方法の見直し等について検討を加え、そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、保健福祉部長が定

める。 

 

附 則 

この要綱は、この要綱は、平成２０年 ２月２２日から施行する。 

この要綱は、平成２２年 ４月 １日から施行する。 

この要綱は、平成２６年 ４月 １日から施行する。 

この要綱は、平成２８年１２月２２日から施行する。 

この要綱は、平成３０年 ６月 ５日から施行する。 

この要綱は、令和 ４年１２月 ９日から施行する。 

この要綱は、令和５年４月１０日から施行する。 

 

 



 
北海道ウイルス性肝炎対策実施要綱 

 

１ 目的 

  肝炎対策基本法（平成 21 年法律第 97 号）及び同法第 9 条第 1 項により国が定める「肝炎対

策の推進に関する基本的な指針（平成 23年 5月 16日厚生労働省告示第 160号）」を踏まえ、

北海道医療計画及び北海道がん対策推進計画（いずれも平成 30年 3月策定）並びに北海道感染

症予防計画（令和 6年 3月策定）に掲げるウイルス性肝炎対策の推進を図るため、本要綱を策

定する。 

 

２ 対策の目標 

    肝炎ウイルス検査の受検や肝炎ウイルス感染者及び肝炎患者（以下「肝炎患者等」という。）

の早期受診を促進するとともに、医療提供や相談支援の体制を整備するなど、総合的な肝炎対

策を推進することにより、肝硬変または肝がんへの進行防止を図ることを目標とする。 

 

３ 事業内容 

（１）肝炎予防の普及啓発 

肝炎ウイルスの感染を予防するため、市町村や職域等と連携し、広く道民に対して肝炎の

病態や感染経路（母子感染、乳幼児期の水平感染、ピアスの穴開け、タトゥー（刺青）及び

性行為等により感染する可能性があること）などの啓発を行うとともに、肝炎ウイルス検査

を受けていない道民に対する受検勧奨を行う。 

 

（２）肝炎ウイルスの検査体制の整備 

市町村や保健所における肝炎ウイルスの検査体制の整備に努めるとともに、道立保健所に

おいては肝炎ウイルス無料検査（出張検査を含む）を実施する。 

なお、無料検査の実施にあたっては、別に定める「北海道肝炎ウイルス検査実施要領」に

より取り扱うものとする。 

 

（３）医療提供体制の整備 

道内の３医育大学の病院を「肝疾患診療連携拠点病院」として指定するとともに、地域に

おいて、肝疾患に関して専門医による適切な診断治療を行う医療機関を「肝疾患に関する専

門医療機関」として指定し、肝疾患の診療ネットワークを構築して、地域において患者が適

切な肝疾患医療を継続的に受けることができる体制を整備する。 

また、肝疾患診療連携拠点病院と連携して地域の医療従事者等を対象に連絡会や研修会を

開催し、医療の均てん化や連携強化に努め、医療提供体制の整備を図る。 

肝炎患者等の病状の進行を防止するため、肝炎ウイルス精密検査費用や肝炎治療に係る医

療費の助成（道単独事業を含む）を行い、肝炎患者等の治療の促進を図る。 

なお、助成の実施にあたっては、別に定める「ウイルス性肝炎進行防止対策精密検査費助

成事業実施要綱」、「ウイルス性肝炎進行防止対策医療給付事業（肝炎治療特別促進事業）

実施要綱」及び「ウイルス性肝炎進行防止対策・橋本病重症患者対策医療給付事業実施要綱」
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により取り扱うものとする。 

 

（４）人材の育成 

肝炎ウイルスの感染防止や肝炎医療、肝炎対策、各種制度等について幅広く専門的な知識

を持ち、肝疾患診療連携拠点病院が行う医療従事者研修に協力しながら、肝炎の予防及び医

療に携わることのできる人材の育成を行う。 

また、肝疾患診療連携拠点病院と連携し、地域や職域において、肝炎の検査や治療に関す

る情報提供や相談助言などを行う肝炎医療コーディネーターの養成を図る。 

 

（５）患者等支援及び情報提供の充実 

肝炎患者等が適切な医療を受け、医療費助成等を円滑に活用できるよう、道立保健所で相

談支援を行うほか、肝疾患診療連携拠点病院に肝疾患相談窓口を設置し、医療や制度に関す

る専門的な相談に対応するとともに、ホームページやリーフレット等を活用して、これらの

情報を分かりやすく提供する。 

また、肝炎患者等が不当な差別を受けることなく生活できるよう、患者団体と連携を図り

ながら、広く道民に対し、ウイルス性肝炎の正しい知識について情報発信を行う。 

 

４ その他 

    肝炎対策の指標を別添のとおり設定して対策の推進状況を把握するとともに、北海道肝炎対

策協議会において、事業の評価を行い、その後の施策へ反映させる。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 30年３月 30日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

本道のウイルス性肝炎対策の指標 

 

 

〈総合目標〉 

肝硬変または肝癌への進行防止を図る 

 

○指標の設定期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

○目標１：普及啓発の強化 

潜在的キャリアの早期発見と検査陽性者の早期受診による重症化防止の実現の

ため、職域及び一般市民への肝炎の予防と早期発見に関する正しい知識、医療制度

・検査制度の普及啓発を関係機関と連携し推進する。 

 

【指標１】 

職域を対象にウイルス性肝炎の正しい知識の普及啓発を行う機会の確保 

 

【目標】年 1回以上実施 

【現状】Ｒ５年度実施予定  

 

〈達成のための施策〉 

今年度より、道主催の職域向け協議会に参加し、普及啓発の協力依頼を実施する。 

 

 

【指標２】 

道立保健所による一般市民向けの普及啓発の機会の確保 

【目標】年 1回以上実施 

【現状】Ｒ４年度まで未実施  

 

〈達成のための施策〉 

道立保健所（年３ヶ所程度）による啓発活動等の実施を予定。 

令和６年度から令和１１年度までの６年間 

年度当初の肝炎対策協議会で前年度までの達成状況の報告と年度目標の報

告、年度最後の肝炎対策協議会で、年度の達成状況等について総括を行う。 

 



 
○目標２：肝炎ウイルス検査受検件数の増加 

受検件数を増加するため、肝炎に関する正しい知識の普及啓発を行い、道立保健所

や、市町村での健康診断（健康増進事業）で肝炎ウイルス検査が受検できる場合があ

ることなどについて周知を推進する。 

 

【指標】 

道立保健所での検査件数の増加 

【目標】４２２件以上に増加 

【現状】２３３件（現行目標策定のＨ３０～Ｒ４までの平均値） 

 

〈達成のための施策〉 

検査制度についての周知推進。 

 

 

○目標３：医療提供体制の整備 

肝炎患者等が安心して受診できるために、二次医療圏域すべてで肝疾患に関する専

門医療機関を指定し、専門的な医療が地域偏在なく提供される体制の整備を行う。 

 

【指標】 

肝疾患に関する専門医療機関を指定している二次医療圏域数の増加 

【目標】２１圏域 

【現状】南檜山圏域を除く２０圏域に設置 

 

〈達成のための施策〉 

南檜山圏域内医療機関への働きかけ等を行う。 

 

 

○目標４：陽性者フォローアップ事業による陽性者の早期医療受診を増加 

肝炎患者等が個々の病態に応じた適切な肝炎治療を早期に受けられるよう、肝炎ウ

イルス検査後におけるフォローアップ事業の推進に取り組む。 

 

【指標】 

フォローアップを実施する市町村の割合の増加 

【目標】５０％以上 

【現状】４０％（７１市町村/１７９市町村） 

 

〈達成のための施策〉 

文書等での働きかけを行う。 

 



 
○目標５：肝炎医療コーディネーターの活用について 

検査での陽性者を適切な医療受診に繋げ、患者やその家族の相談に応じるための専

門知識を持ち、肝炎対策に意欲のあるコーディネーターを養成し全ての二次医療圏へ

の配置を維持することで、患者等の支援体制の強化を図る。また、医療分野に加え、

行政分野の職員の肝炎医療コーディネーターを養成し配置することで、フォローアッ

プの推進に繋げる。 

 

【指標１】 

肝炎医療コーディネーターの認定者数増加 

【目標】１，０００人以上 

【現状】８５９人（Ｒ５年度研修終了時点） 

※ 現状値については、Ｒ５研修終了時の認定者８８２人から連絡不能者２３人を控除した値。 

 

〈達成のための施策〉 

文書やＨＰ、研修会での働きかけを行う。  

 

【指標２】 

肝疾患に関する専門医療機関への肝炎医療コーディネーター配置率の向上 

【目標】１００％ 

【現状】５０．２％（90/179医療機関） 

 

〈達成のための施策〉 

全専門医療機関で配置を完了すべく文書や研修会での働きかけを行う。 

 

【指標３】 

市町村への肝炎医療コーディネーター配置率の向上 

【目標】２０％（35/179市町村） 

【現状】８．９％（16/179市町村） 

 

〈達成のための施策〉 

地域を絞り、文書や研修会を通じた働きかけを行う。    

 

【指標４】 

道立保健所の肝炎医療コーディネーター配置率の向上 

【目標】１００％ 

【現状】９２％（24/26保健所） 

 

〈達成のための施策〉 

文書等で、保健師職及び事務職等に対する取得推進を依頼する。 


